
◆ 貸借対照表 ◆ （平成23年３月 31日現在）単位：千円

【資産の部】
1. 公共資産
（1）有形固定資産 1,293,5805
（2）売却可能資産 8,742

2. 投資等
（1）投資及び出資金 103,472
（2）貸付金 0
（3）基金等 693,134
（4）長期延滞債権 8,787
（5）回収不能見込額 △47

3. 流動資産
（1）現金・預金 1,245,421

（うち歳計現金） 177,335
2,922（2）未収金等

資  産  合  計 14,998,236

借　方

【負債の部】
1. 固定負債
（1）地方債 2,645,372
（2）退職手当等引当金 470,741

2. 流動負債
（1）翌年度償還予定地方債 345,234
（2）賞与引当金 25,301

負  債  合  計 3,486,648

負 債・純 資 産 合 計 14,998,236

【純資産の部】
1. 公共資産等整備国県補助金等 1,701,283
2. 公共資産等整備一般財源等 10,024,241
3. その他一般財源等 △206,541
4. 資産評価差額 △7,395

11,511,588純 資 産 合 計

貸　方

◆ 行政コスト計算書 ◆

1. 人にかかるコスト 406,177
（1）人件費 384,867
（2）退職手当引当金繰入額 △3,991
（3）賞与引当金繰入額 25,301

2. 物にかかるコスト 904,735

（2）維持補修費 17,618
（1）物件費 382,771

（3）減価償却費 504,346

3. 移転支出的なコスト 708,779
（1）社会保障給付 132,898

298,580（2）補助金等
（3）他会計等への支出 277,301

4. その他コスト 43,620
（1）支払利息 43,352
（2）回収不能見込計上額 268

経常行政コスト A 2,063,311

経常収益
使用料・手数料 36,950
分担金・負担金等 6,769

経常収益合計 B 43,719

純経常行政コスト
（A - B） 2,019,592

◆ 純資産変動計算書 ◆

一般財源

期首純資産残高 11,124,430
純経常行政コスト △ 2,019,592

地方税 795,586
地方交付税 973,913
その他 170,121
補助金等受入 467,204
臨時損益他 △ 74

期末純資産残高 11,511,588

◆ 資金収支計算書 ◆

1. 経常的収支 838,915
2. 公共資産整備収支 △ 322,386
3. 投資・財務的収支 △ 542,187

当年度歳計現金増減額 △ 25,658
期首歳計現金残高 202,993
期末歳計現金残高 177,335

基礎的財政収支

収入総額 2,808,425
繰越金 △ 137,993
地方債発行額 △ 210,500

支出総額 △ 2,631,090
財政調整基金等取崩額 0

地方債元利償還額 383,719
財政調整基金等積立額 68,680

281,241

【基礎的財政収支（ﾌ ﾗ゚ｲﾏﾘｰﾊ ﾗ゙ﾝｽ）に関する情報】

？ 財務４表とは

　村が住民サービスを提供するために所有している資産（資産の部）と、その資産を将来世代が負担す

る借金等の額（負債の部）と、現世代が負担済みの村税や補助金などの額（純資産の部）により対象表示

した表です。

◇貸借対照表（バランスシート/ＢＳ）

　４月１日から３月 31日までの一年間の「経常的に計上される行政サービスに係る費用」と使用料など

の「行政サービスの直接の対価として得られた収入」を対比させた表です。

◇行政コスト計算書（損益計算書/ＰＬ）　

　貸借対照表中の純資産について、１年間の動きを示した表です。
◇純資産変動計算書

　１年間の歳計現金（＝資金）の出入りを経常的収支、公共資産整備収支及び投資・財務的収支に分け

て示した表です。

◇資金収支計算書（キャッシュフロー/ＣＦ）

木祖村の４つの財務諸表を公表します木祖村の４つの財務諸表を公表します

　平成 22 年度の決算状況にあわせて、「新地方公会計制度実務研究会報告書」に基づき総務省方式改訂

モデル（決算統計情報の活用）にて今回より貸借対照表、行政コスト計算書、純資産変動計算書、資金収

支計算書の４表を作成しました。

　財務諸表を作成することで、単年度の収支決算報告では把握することができなかった、長年の行政活

動の結果として形成された資産の状況、その財源となった資金の調達状況などを明らかにすることがで

きます。これらは、木祖村の財政運営における貴重な資料となるとともに、村民の皆さんに対して、新

しい視点からの財政状況の提供を可能にしました。なお、売却可能資産等については実際に不動産鑑定

による資産評価を行った物件のみの計上となっていますのでご承知ください。

※作成基準日は、会計年度の最終日（３月 31日）です。
※対象とする会計範囲は、普通会計としました。したがって、村営水道特別会計などの事業会計は含まれて
　いません。
※使用した基礎数値は、昭和44年度からの「決算統計データ」を用いました。よって、それ以前のデータは
　今回の作成上では反映されておりません。

村の普通会計

「財務４表」

からのポイント

○本村の総資産は149億 9千8百万円でその86％が公共建物、道路、橋等の有形固定資産

○資産形成のための現世代が負担した比率は76.8％

○将来世代負担が必要な負債合計は34億 8千 7百万円（23.2％）

○村民１人当たりの資産は約463万円、負債は約108万円

○経常行政コスト20億6千3百万円、うち受益者の負担は2.1％、残りは村税などで補っています。

○村民1人当たりの経常行政コスト（行政サービスに係る経費）64万円

○純資産（資産から負債を差引いた額）が平成21年度に比べ 3億 8千 7百万（3.5％）増加

○基礎的財政収支（プライマリーバランス）※は黒字

村債などの借金を除いた歳入と、過去の借金の元利償還金を除いた歳出の差のこと
赤字になると借金をしなければ必要な事業を行うことができないという状態

※基礎的財政収支（プライマリーバランス）…


